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因島で待機中の日新丸（2012年 12月 8日 Photo:Junko Sakuma） 

���“国営化”が進む調査捕鯨~売れない鯨肉を抱えた鯨研の財政諸表を読み解く~

イギリスはいつからクジラを守るようになったのかー国際捕鯨規制小史その１１

特別寄稿：「イルカの涙」 ほか
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~売れない鯨肉を抱えた鯨研の財務諸表を読み解く~ 

復興予算横取りの次は、「もうかる漁業」に割り込み 

佐久間淳子（フリーライター） 

 

復興予算（2011 年度第３次補正予算）が調査捕鯨にも流用されたことがようやく納税者の関心を集

め、問題視されるようになった。ただし「（シーシェパ‐ドの）妨害対策費」と報道されることが多く、

実態とは異なる。実際には大半が赤字補填に使われたのだ。つまり、鯨肉の販売不振はいまだに続い

ている。 

今回は、鯨研の財務諸表と、新たなる“金づる”獲得のために書かれた改革計画書を読み解く。 

 

■ 「使っちゃった者勝ち」の 2011-12 年度

復興予算

調査捕鯨の経費等に復興予算（平成 23年度第

3次補正予算）が流用された件は、この夏、週刊

ポスト 8月 10日号の「19兆円復興予算をネコバ

バした『泥棒シロアリ役人の悪行』」（福場ひとみ

とポスト取材班）および、9月 9日放送の NHK

スペシャル「追跡 復興予算 19 兆円」があいつ

いで報じました。 

これほど大きな問題を、マスコミは第３次補正

予算が決まる前にはほとんど報道せず、実際に使

われてしまった後にようやく報じているのです

から、諸手を挙げて賞賛、とはいきません。IKAN

やグリーンピース・ジャパンが昨年の噂の段階か

ら問題点を指摘し、予算案を承認しないよう反対

してきたのを知っている者からすると、歯がゆい

ばかりです。 

とはいえ、調査捕鯨だけでなく、あちこちの省

庁がドサクサまぎれに復興予算を食い散らかし

たことがわかったのは収獲です。 

国会議員たちは 10月になってようやく動きだ

し、参議院決算委員会（10月 18日）や衆議院決

算行政監視委員会行政監視に関する小委員会

（10月 23日）でも、調査捕鯨への復興予算配分

は問題とされました。他にも超党派で組織された

「復興予算奪還プロジェクト」が 2013年度予算

に対する提言をまとめつつあります。しかし、執

行されてしまった予算を返還させる力（意欲？）

は議員にはありません。「奪還」を掲げながらも

そこが限界なのです。使っちゃった者勝ち、それ

が復興予算流用の結末です。 

いくらか議員たちの努力が成果を上げたのは、

上記各委員会で政府参考人からいくつかの言質

をとったこと。政府参考人とは水産庁長官や農水

副大臣です。 

たとえば、調査捕鯨に復興予算を投入したこと

で鯨研の 2011年度の収支が赤字ではなくほぼゼ

ロになることが本川水産庁長官から引き出され

ましたし、鯨種ごとの在庫量が提出されることに

なりました。また鯨研の財政状況に関する資料の

さらなる公開も念押ししました。 
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ただし、議員達の追及は「（今後は）一般会計

（本予算）で予算を組め」というところに留まっ

ています。本予算ならよいのか？ という議論は

なされていません。じつはこの夏、調査捕鯨にさ

らなる税金投入が決まったのです。 

■国費運営の「もうかる漁業」

水産庁の本川長官は 10 月 23 日の衆議院決算

監視委員会決算監視にかかわる小委員会で次の

ように答弁しています。ここには嘘が含まれてい

ます。 

「今度の調査につきましてはいろいろな経営合

理化を行うことにしております。例えば、船の省

エネ化だとか省コスト化をするとか、あるいは副

産物の付加価値を向上するような、そういう経営

改善計画を描いておりますので、そういうような

もので一般会計からの補填をただちに行わなく

ても実施できるような体制に持っていける、その

ような見込みのもとに 24年度は実施をしていき

たいと考えているところでございます。」 

あたかも鯨研や共同船舶が自発的に経営改善

計画を行っているように受け取れますが、実際に

は名義の異なる一般会計予算に割り込むために

必須の作業なのです。 

すこし詳しく説明しましょう。水産庁は、水産

業立て直しのための補助金制度「水産業体質強化

総合対策事業」を日新丸船団に適用することにし

たのです。これは、本来は「地域協議会が選定し

た水産業協同組合等」を対象にした資金助成で、

省エネや減船・リストラを前提に経費（燃油代や

人件費）を助成してもらえ、無利子の上に漁獲物

の売り上げが思わしくなければ赤字分を国がま

かなうという仕組みになっています。期間は最長

3年間。 

これを鯨研と共同船舶が利用できるように、ま

ずは支援事業そのものを規定する「要綱」を書き

換えて、鯨研が申し込むにあたっての専用の説明

書「鯨類捕獲調査改革推進事業実施要領」を作り、

これに基づいて鯨研・共同船舶が申請し、9 月

28日に認定がなされたのです。 

かくして鯨研は、向こう 3年間、鯨肉が売れな

くとも調査捕鯨を南極海で続けられるというわ

けです。 

 “もうかる漁業”は年間 40 億円程度の国庫補

助で運営されてきました。そこへ年間経費 50億

円を超える調査捕鯨が割り込んだのです。本来申

請し助成されるべき漁業者たちが押しのけられ

た可能性があります。 

これ以外に、海外漁業協力財団からの借入れや、

借入先が公表されていないお金が毎年 50億近く

あります。海外漁業協力財団の貸付金はもとはと

いえば国庫補助、税金です。このように、調査捕

鯨への税金投入は増すばかり。グラフにすれば一

目瞭然ですね。 

【グラフ 1】増え続ける国家予算（税金）の投入
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【グラフ 2】増え続ける鯨研の借入金

 

■鯨研と共同船舶の左前状況を読み解く

これほどまでに税金投入が必要になっている

のは、鯨肉の売れ行き不振が第一の理由です。「シ

ーシェパードの妨害でクジラが捕れなかったか

ら」なんかじゃありません。 

「もうかる漁業」認定を得るために提出された

「鯨類捕獲調査改革推進集中プロジェクト改革

計画書（以後、改革計画書）」と、鯨研の平成 22

（2010）年度の会計年次報告（財務諸表と収支

予算書）を元に、売れ行き不振の実情を読み解き

ます。 

鯨研は、平成 22（2010）年度の会計年次報告

を今年 10 月にようやく Web 公開しました。本

来なら 2011 年 12 月に公開してしかるべきもの

です。いち早く Web公開に気づいた朝日新聞は

「鯨研が 8億 7千万円の債務超過」（10月 5日朝

刊）と報じました。さっそく私も財務諸表に目を

通してみると、債務超過どころではない深刻な経

営状況、鯨肉の売れ行き不が見えてきました。 

注目点を順に説明していきます。 

! 鯨 研 の デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー 資 料

http://www.icrwhale.org/01-F.html 

事業報告書（財務諸表含む）  

平成 21 年度 事業報告書（財務諸表含む）  

平成 22 年度 事業報告書（財務諸表含む）  

 

■流動資産に現れた鯨肉の売れ行き不振  

「貸借対照表」と「財産目録」を見てください。

「資産の部」の「流動資産」のなかに「未収入金」

と「副産物」があります（表１）。前者は「売っ

た副産物（鯨肉）の代金がまだ集金できていない」

という意味です。いずれ集金され、次年度の日新

丸船団の経費に充てられます。2009 年度までは

26 億～62 億で推移していました。それが 2010

年度には 5億円台に減りました。「集金が順調に

進んだため」ではなく、販売がはかばかしくなか

ったから少ないのです。その証拠に「副産物」と

いう科目に約 9.6億円計上されています。これは

売れ残った鯨肉です。トン数はわかりません。鯨

肉が流動資産に計上されるようになって 3 年目

ですが、08 年度：3,141 万円、09 年度：950 万

円弱と続いた後、突然 10億円近い鯨肉在庫が出

現したのです。この年度はシーシェパードの妨害

を理由に農水相が捕獲切り上げを命じたため、持

ち帰った鯨肉は前年の半分以下（670ｔ）、同年

度扱いの北西太平洋から持ち帰った鯨肉も前年

より少ないのに、売れ残りが出たのです。水産物

中通在庫の統計とつきあわせてみると、「減産し

ているのに在庫が増えている」状況がはっきりわ

かります。 
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【表１】 

 鯨研の財産目録より、鯨研の資産としての鯨肉（2011 年 9 月 30 日現在） 

科目 
 

金額（円） 

鯨肉の重量推定（kg） 

鯨肉単価を 1184
円/kg とした場合 

鯨肉単価を1500円
/kg とした場合 

流動資産 

未収入金（副産物代金他） 553,208,221 467,237  368,805  

副産物（鯨肉） 958,980,462 809,950  639,320  

北捕獲調査仕込 1,001,001,875 845,441  667,335  

固定資産 未収入金（副産物代金他） 1,093,355,789 923,442  728,904  

  未収入金と副産物を合計 2,200,629  1,737,030  

  「北捕獲調査仕込」を鯨肉換算に含めると 3,046,070  2,404,364  

  ※鯨肉単価 1184 円/kg は、もうかる漁業の改革計画書より 

  ※鯨肉単価 1500 円/kg は、2011 年 JARPN の赤肉入札価格を参考に仮定 

【グラフ 3】鯨研の年度内捕獲頭数と、鯨肉年度末在庫量

 
【グラフ 4】鯨肉の国内向け供給量と在庫量の推移

このことから、「シーシェパードの妨害によって

鯨の捕獲数が減った」ために売り上げ減、とは、 

いえないことがわかります。 

それだけでなく、会計年度ごとに鯨肉の生産

量をみてみると、翌 2011年度も前年とさほど変

わりません（グラフ 3、4）。早期撤収の指示も出 

なかったのに、です。船団の構成をみると、減船・

乗員削減をしています。調査捕鯨船団は、自分の

意思で生産量を減らしているようです（これは、

後で説明する改革計画書に「自助努力」と明記し

てありました）。 

調査捕鯨の副産物に加えて、座礁クジラ、輸入

鯨肉、小型鯨類（ツチクジラ、マゴンドウなど）、 

 

イルカ肉も供給量の一部として在庫量との関係

を示したのがグラフ 5です。2012年の値の一部

は直近の年間漁獲量をもとに概数を類推しまし

た。2009 年までは供給量が増えれば在庫も増え

るという関連性がありましたが、2010 年は供給

量が減ったにもかかわらず在庫が増加するとい

う現象が起きました。 

「売れ残り」の事実も大きいですが、その背景
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を考えると、日本の調査捕鯨の経営状況がかなり

厳しくなっていることが分かります。 

じつは鯨研は、毎年 8月時点で売り切れずに手

許に残っている鯨肉を共同船舶に買い取らせ、鯨

研の会計上は「完売した」ことにしてきたのです。

これはグリーンピースのクジラ肉裁判（2009）

であきらかになり、共同船舶による買い上げが

2000 年ごろから行われていたとわかりました。

ですから鯨研が鯨肉を資産として持っていると

いうことは、共同船舶がその後全量買い上げをし

なくなったことを意味します。 

なぜか。 

●「固定資産」に現れた鯨肉の売れ行き不振

財産目録の「その他の固定資産」に目を移し

てください。ここにも「未収入金」があります。

11億円弱。 

これは、今回初めて計上された項目で、販売し

てから 1 年以上集金できなかった鯨肉の販売代

金を指しています。共同船舶が年度末在庫を買い

上げていたと書きましたが、その後現金化できず

1 年以上経ってしまった鯨肉が約 11 億円分ある

ということです。共同船舶が販売の後に未収とな

っているのか、買い手が見つからないまま共同船

舶が抱えていて未収となっているのかはわかり

ません。 

それだけでなく、「未収入金」の下に「貸倒引

当金（かしだおれひきあてきん）」として未収入

金の半額、約 5.5億円がマイナスで記されている

のも注目点です。これは、“さらに１年待っても

取立できない”と見込んでいる金額です。表記上

は１年後にはその半分が回収できると読めます

が、税理士や公認会計士によれば「全額（約 11

億円）が取り立てできないと踏んでいる」場合の

書き方で「一般企業なら倒産寸前」だそうです。 

そんな鯨研に鯨肉の代金を支払えていないの

は共同船舶、当然新たに買い上げる資金力もない、

というわけです。 

ふつう、10 億もの未収金が突如として固定資

産に計上されるのは、主要取引先が倒産でもしな

い限り起きないそうです。ということは、これま

でにも未収金は少しずつ貯まっていっていたは

ずだが、調査捕鯨を繰り返し行うことで廻してき

た（成り立たせてきた）側面がある、ということ。

しかし、2011年 2月の JARPA を途中で切り上

げたため「主たる売り物の副産物」の生産が予定

より大きく減り、廻せなくなったために、それま

での帳簿上のつじつま合わせを諦めたのではな

いか。専門家の分析を手がかりに私なりに推測す

ると、そういうことになります。 

鯨肉をたたき売れば現金化できるのではない

か？ というアイデアも使えないようです。これ

も「財務諸表に対する注記」で疑問氷解。「棚卸

し資産の評価基準及び評価方法は、予想処分可能

価格による」とあり、さらに流動資産の鯨肉を担

保にお金を借りていることが明記されています。

だから無闇に売渡価格を引き下げることができ

ないのです。それだけでなく、共同船舶から借入

金の担保用の「なにか」（船でしょうね）を提供

してもらって、金融機関からお金を借りているよ

うです。 

それでも倒産せずに済んでいるのは、復興予算

を 18億円も赤字補填に流用できたからです。 

■「北捕獲調査仕込」ってなんだ？？

この他にも、財務諸表の上では今までになかっ

たことが起きています。たとえば「仮払金」が

15億円から 4億円弱に減り、「北捕獲調査仕込」

という項目が初めて現れ 10億円が計上されまし

た。文字通りに受け取れば、例年 5 月か 6 月に
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始まり、8月か 9月に帰港する北西太平洋鯨類捕

獲調査（JARPN）の準備のために支払いを済ま

せたお金ということになります。これまでは「仮

払金」がその用途を示す科目と読めました。わざ

わざ科目を増やし、仮払金と区別して計上したの

にはなにか理由があるのではないか。まさかお金

ではなく鯨肉で“支払った”（もちろん共同船舶

に）ということも考えたのですが、複数の税理

士・公認会計士に意見を求めたところ、その可能

性は少ないとのことです。かえって、その用途で

あるならば「仮払金」と記すよりも適切だという

ことです。もっとも彼らはごく普通の企業や団体

の経理を手がけていますから、鯨研が常識的な会

計報告をしていれば、という前提での回答です。 

■ 鯨研と共同船舶は何トンの鯨肉を抱えて

いるか

鯨研と共同船舶が売れない鯨肉をまとまった

量で抱えていることはわかりましたが、金額で言

われてもピンときません。重量で表したらどのく

らいあるのでしょう。 

表１の右側に、鯨肉の平均単価を２つ挙げて、計

算してみました。もうかる漁業の認定をとるため

に書かれた改革計画書を見ると、現状では 1184

円/kgとありますので、これをあてはめてみる 
と、鯨研が抱えている鯨肉と代金が回収できてい

ない未収入金を合計して、2200ｔ程度となりま

す。昨年から今年にかけておこなわれた鯨肉の入

札結果からすると赤肉は 1500 円前後ですので、

これをあてはめてみると 1730ｔ強となります。

もし「北捕獲調査仕込」が鯨肉だと仮定して加え

れば、それぞれ 3000ｔ・2400ｔとなります。 

ここでグラフ 5を見てください。 

【グラフ 5】鯨肉の国内向け供給量と在庫量の推移

【グラフ 6】鯨肉の市町別月末在庫量（上位８市町）

 
資料：冷蔵水産物流通統計 2012年の市町別在庫量は

上位７市町のみ公表されているため、第 8 位は不明。

また、第 8位以下の市町の在庫総量は 200ｔ以下であ

る 

鯨肉の在庫量を市町別に表しています。現在、 

在庫の 8割は東京にあります。東京に鯨肉在庫が

偏りつつあるのは、日新丸の荷下ろしが続いてい

るからです。他の市で急に月末在庫量が増えてい

るところは、日新丸が寄港して鯨肉を降ろしたと

ころです。調査捕鯨への復興予算支出の「だし」

に使われた石巻市は 2011年 3月の東日本大震災
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によって冷凍設備が壊滅したため在庫がゼロに

なり、今年 8 月にようやく在庫 93ｔの記録が示

されました。震災直前の半量です。 

東京も含めていずれの都市も日新丸の荷下ろ

し以前の在庫は多くても 200ｔ前後。日新丸寄港

後は 2 年ほどかけて在庫が減っていき元のレベ

ルに戻っています。 東京の 2006年 2月以前の

在庫は多いときでもせいぜい 100ｔ台だったの

で、それを超える増加分は、鯨研が抱える在庫で

ある流動資産の「副産物」と代金が回収できない

固定資産「未収金」、そして「買ったものの東京

に置きっぱなしの各地業者の保管分」といえます。

その一部は一年後に固定資産となるかもしれま

せん。 

そして、このあと詳しく説明しますが、8月に

東京に荷揚げされた JARPN の鯨肉は翌年度に

会計処理するわけですから、同月時点の会計年度

には含まれないため直前の 7 月の東京の在庫量

をみると…、ほぼ 3000ｔです。 

「北捕獲調査仕込」が鯨肉なのではないか？

という仮説を捨てきれないのはこんなところに

理由があります。 

いずれにしろ、東京の冷凍倉庫に眠っている鯨

肉のうち 2000ｔ程度は確実に鯨研が現金化でき

ずにいるものとみて間違いないでしょう。 

■常識はずれの鯨研の会計処理でわかったこと

ほかにも、巷の税理士や公認会計士の目には不

思議に移る点がいくつかありました。列挙してお

きましょう。 

鯨研の収入の 7割以上が「副産物」であること。

主たる収入源＝販売物を「副産物」と呼ぶのは普

通ではありませんから、ここで彼らは戸惑いまし

た。 

それから、年間４つある鯨類捕獲調査のどれを

どの年度で会計処理するか、これが鯨研 25年の

歴史の途中で変更されている点も「普通はしな

い」と指摘されました。処理する年度が途中で変

わったのは、北西太平洋鯨類捕獲調査（JARPN 

II）です。同調査は毎年 5月か 6月に出航して 8

月か 9月に帰港し鯨肉を陸揚げします。鯨研の会

計年度は 10月に始まり翌年 9月に終わりますか

ら、たとえば 2008年夏に行われ 8月に終了した

捕獲調査はいったん 2007年度で会計処理されま

す。しかしこの 2008年夏の JARPN IIは翌 2008

年度に再び「当年度の事業」として会計処理され、

以後このように 1 年後の会計年度で処理するよ

うになりました。本来であれば帰港した日が含ま

れる会計年度で処理するのが筋なのになぜ変更

したのか、これも常識をはずれています。 

好意的に考えるならば、水揚げ時点ではなく卸

価格を決めて販売開始時点を基点に会計年度を

決める、というのは説明が成り立ちます。しかし

それだけでなぜ 16回目から処理する会計年度を

変えたのかはわかりません。会計処理の担当者が

代わって、考え方が前任者と異なったから、とい

うことも考えられますが、それよりも私は、鯨肉

がスムーズに売りさばけなくなったからではな

いかと推測します。会計年度の冒頭に持ってくる

ことによって、売りさばきに充てられる期間に余

裕ができます。 

復興予算 18億円の内訳については、債務超過

となった 8.7億だけでなく、プラス 10億（固定

資産の未収金、もしくは基本財産の目減り）を埋

め合わせることで、次年度（今からいえば昨年度） 

の回転資金としたのではないか、というのが、財

務の専門家たちの見立てです。 

いずれにしろ「ずいぶん手厚い」と、異口同音

にいいました。 
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■天下りも逃げ出した鯨研

手厚い待遇をうけているとはいっても、余裕が

あるわけではありません。 

本川水産庁長官は先述の小委員会で、鯨研に経

営合理化を指示しているとし、次のような説明を

しました。 

「2011年 6月から職員の基本給を 10％減、賞与

も 40％減。理事長の給与を 10月から 50％減」 

公開資料によれば理事長の給与はそれまで年

額 1242万円だったので今は 621万円。現理事長

は、2010年 11月に退職した森本前理事長（最終

官職、水産庁次長）の後を継いだ研究者の藤瀬良

弘氏です。天下りの森本時代に深刻化した経営不

振の後始末を引きうけたと見えます。森本氏の退

職時にはもう１人の天下り専務理事も退職し、天

下りがゼロとなりました。彼らはとっとと逃げ出

したのです。職員数は 2002年の 55人から半減。

リストラといいつつ、出られる人は出て行ってい

るのかもしれません。

【グラフ 7】鯨研の職員数の変遷

 

【グラフ 8】日新丸船団乗員数の変遷

 
共同船舶も社員が減っています。会社概要によ

ると、現在は陸上勤務 30 名、海上勤務 180 名、

合計 210名。2006年ごろは 277名でした。今後

海上要員を現 180 名から 160 名程度に減らすと

しています。 
減員が大きいのは捕鯨母船日新丸です。復興予

算を使って出港した 2011/12 の南極海鯨類捕獲

調査では、日新丸の乗員数が 100名を切って 99

名となりました。2012 年 9 月 28 日に開始した

求人情報によれば、日新丸の乗員数は 85名とな

っています。日新丸の乗務員はピークの 13

（2006/07）からすると 52 名減ることになりま
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す。 操船に関わる人員は大きく減らせないでし

ょうから、増減の主要因は機関員ではなく鯨肉増

産のための製造員・製造手とみて間違いありませ

ん。 

 

■ 「もうかる漁業 改革計画書」が描く

調査捕鯨像

人員整理以外には、船を軽くして燃費を良くす

るために、外せる構造物や作り付けの機械を取り

外すことになりました。一部は船体を切って、取

り除く大工事です。

その上で、鯨肉の生産量を今後 5年間は 2400

ｔにすると書いてあります。注釈には「直近の生

産量を基礎に算定した」とありますが、2011 年

から、北西太平洋は約 1500ｔ、南極海の 2011/12

は約 1000ｔ、これが生産抑制の方針であるよう

に感じていたのは当たったようです。私の計算で

は年間の鯨肉消費量は現在 3000ｔ程度。アイス

ランドからの輸入があることも考えると、なかな

か減らない在庫を減らすためには、新たな生産を

抑えて在庫の消化に務めるのは順当な対策とい

えます。 

それから、供給過剰になった原因としては、調

査拡充による副産物の増大が明記され、それに対

して消費の低迷・低価格志向には 2008年のリー

マンショック、2010 年に始まったアイスランド

からの安い鯨肉輸入、2011 年の東日本大震災を

挙げています。シーシェパードの妨害はこれらと

は切り離してあり、「減産を強いられ生産コスト

が増大した」としています。供給過剰が続く状況

下ではいささか奇妙ではあります。そもそも

2001 年から始まった借入金の理由はまったく明

記されていません。 

 

■出港はするのか、いつなのか？

さて、当初は 2012/13の南極捕獲は中止とい

う見通しも朝日新聞で報道されましたが、「シー

シェパードの『次期の捕獲をゼロにしてやる』宣

言達成に手を貸すことはない」という自民党捕鯨

議員連盟などの要請もあって、「第 1期工事が

終わり次第、実施をする」（郡司農林水産大臣、

11月 6日）ことになり、省エネ省コストのため

の船体改造を中断して出港することにしたよう

です。出港日程については「例年と変わらないよ

う形で、まあ、目的地に行けるような日程感で」

ということなので、昨年（12月 6日）、一昨年

（12月 1日）よりも早いとは思えません。12月

の、早くても 10日ごろではないでしょうか。捕

獲開始は年明けだと思います。 

それにしても改修工事の分割で、乗務員の労働

環境や生活環境にしわ寄せをせずにすむのでし

ょうか。1987 年竣工のトロール船を改造した日

新丸は、ただでさえ２回も火災を起こし消火のた

めに海水を用いたこともある船です。中途半端な

改修で出港させるのは不安です。 

シーシェパードは 11月 5日に抗議船を出港さ

せたようです。日本政府の鯨研に対する特別扱い

も、彼らに集まる反捕鯨の寄付金も、なんだか際

限ないようです。 

 

（了） 

 

 

   


